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はじめに

皆様はじめまして、榎並です。今日は「共通
番号制度の背景と現状、および今後の展望」と
いうことで、お時間を頂いてお話をいたします。

この共通番号については、いろいろな言葉が
入り乱れています。そもそも共通番号という言
葉を聞いたことのある方は、どれくらいいらっ
しゃるでしょうか？　ほとんどの方はご存知で
すね。それでは、国民IDという言葉をご存知の
方はいらっしゃいますか？　こちらは大体半分
くらいの方ですね。それでは、マイナンバーと
いう言葉はいかがでしょうか？　これはまだ数
名くらいですね。実は、この番号制度は、日本
では30年くらいずっと議論をしてきて、やっと
今回まともに動き出したというところです。そ
ういった経緯もあり、この言葉自体いろいろと
揺れ動いています。今日はそういったところも
きちんと説明したいと考えています。

番号制度導入の経緯

番号制度の概念
それでは共通番号制度が、これまでどのよう

な動きがあったのかについてお話しします。ま
ず、今回の直接的な契機としては、2008年末の
定額給付金問題です。この
ときに、所得制限するかど
うかについて、いろいろ議
論がありました。事務経費
が全国で850億円も掛かっ
てしまう。それなら番号を
導入して、給付付き税額控
除制度を入れてしまった
ほうが、よほど簡単にでき
るのではないかという議
論がありました。結局、景
気対策の一環として、個人
の所得をはっきり把握で
きない、所得制限できない
ということで、一律皆さん
にお金を配布することに
なりましたが、番号が入っ

ていれば所得制限をして、所得の多い人には税
額控除する、所得の少ない方にはきちんとお金
を給付するというしくみが出来たはずだという
ことで問題になりました。そして、2009年の衆
院選では、民主党はマニフェストで「税と社会
保障制度共通の番号制度の導入」を明記しまし
た。その結果、民主党が衆院選で勝利して、政
権を奪い取り、民主党内閣が2009年9月に正式
発足しました。この民主党の政権が発足してか
ら、やっと番号制度を真正面から議論すること
ができました。つまり、それまでの自民党政権
では、この番号制度を真正面から議論すること
ができなかったのです。しかし、民主党の政権
も今がたがたと揺れ動いており、この先どうな
るか、私も非常に不安です。ただ民主党が、少
なくとも自民党政権のしがらみを断ち切って、
番号制度導入に真正面から取り組んだことは評
価できると思っています。そして、今年1月、番
号制度の基本方針が発表されました。2011年度
に法制化、2014年度に導入しましょうという方
針が明確に示されたわけです。そして、現状は
この基本方針通りに進捗が進んでいます。

では、番号制度とは何なのでしょうか。共通
番号、国民IDという言葉は皆さん聞いたことが
あるかと思います。このほか、納税者番号や国
民総背番号、共通コードなど、いろいろな言葉
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が巷に溢れてしまいました。政府で最初に議論
したときは、実は政府内でも二つに分かれてい
ました。正式な言い方は、社会保障・税に関わ
る番号です。ただ、これだと少し長いため、マ
ニフェストにあった社会保障・税の共通の番号
を略して、マスコミは「共通番号」という言い方
をしました。ですから、新聞やテレビなどでも

「共通番号」という言葉が出ていると思います。
これは正式には、社会保障・税に関わる番号で、
この担当所管は、内閣官房国家戦略室から、現
在では、社会保障改革担当室のほうに移ってい
ます。もう一方で、国民IDという言葉もありま
した。これは番号制度の議論が始まる前から、
IT戦略本部で検討していた言葉です。同じ内閣
官房ですが、こちらはIT担当室が担当していま
した。このようにもともと二つの概念があり、
議論当初としては、一番狭い範囲では税を徴収
するための納税者番号という概念。そして、社
会保障・税に関わる番号として、共通番号があ
り、それより広い概念として、民間利用、民間
連携を含んだ国民IDという概念がありました。

（資料1）

現在では、国税、地方税、年金など社会保障・
税に関わる番号について、共通番号という言葉
を使っています。社会保障・税以外にも行政・
民間分野がありますが、そこでは既存の利用番
号が使われています。この共通番号と、既存の
利用番号をつなげようということで、この情報
連携をするしくみを国民IDコードという言葉
で言っています。つまり、現在では、国民IDと
いう言葉はなくなっています。今、残っている
のは、国民IDコードという言葉と、国民ID制度
という二つの言葉です。両方とも、情報連携の
しくみで使う番号・制度です。資料2に、マイナ
ンバーと書いてあります。共通番号を国民に親
しんでもらうために、どういう名前を付けたら
いいのか、政府は国民に募集していました。そ
して、検討した結果、先月の6月30日に、政府は
今後この番号をマイナンバーと呼ぶことに決定
したのです。マイナンバーという言葉を知らな
い方は多いと思います。まだ広く浸透はして
いませんが、これからはマイナンバーという
言葉が一般的になっていくと思っています。

（資料2）

資料 2
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共通番号制度の具体的な導入へ
では、具体的な導入に向けて、実際これから

どういったスケジュールで動いていくのでしょ
うか。お手元に資料があると思います。これは、
先月の6月30日に決定された番号制度大綱の内
容を反映しています。今年の1月に基本方針が
発表されて、4月に要綱が発表されました。そし
て6月28日に番号の大綱が発表されています。
ここで示されたスケジュールでは、今年の秋に
番号法案、関係法律の改正法案が提出されます。
そして、当初、2014年の1月に第三者機関を設置
するという記述だったのですが、大綱になって
から、法案が成立したあと、可能な限り早期に
第三者機関を設置していこうというふうに変
わっています。それから2014年の6月に個人に
番号、法人等に法人番号を交付して番号を付け
ます。そして、2015年の1月以降に実際に社会保
障・税務分野でこの番号を施行するということ
になります。そして、2018年にこの番号法の見
直しをしようということです。政府の議論も、
最初、共通番号と国民IDと別々に検討していた
ものが、今は一元的な制度設計になっています。

推進の主体としても、政府・与党社会保障改革
検討本部とIT戦略本部、特に国民にPRするた
めに番号制度創設推進本部ができて、政府全体
で番号制度を推進しているという状況にあり
ます。（資料3）

これまでの経緯を振り返ってみたいと思い
ます。皆さんは住基ネットという言葉を聞いた
ことがあると思います。住民票の台帳に番号を
付けると言っていたものです。あの住基ネット
も国民総背番号制だということで、大きな反対
運動が起きました。今から15年位前、1996年に
住基ネット制度の導入が提言されました。この
ときは確実に本人確認をする、あるいはセーフ
ティネットの基盤として活用するために必要
だから導入しましょうという提言でした。そ
して、住民基本台帳法が改正され、2002年の8
月に住民基本台帳ネットワークが稼動しまし
た。その1年後、全国一斉稼動して、住基カード
が配布されるという経緯をたどり、住基ネット
が作られました。ただ、当時は非常に反対が多
かった。これはグリーンカードからずっと続い
てきた問題です。グリーンカードというのは、
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は住基ネットは、それほど危険なものではない
ということがだんだん浸透してきて、未だに離
脱しているのは、福島県の矢祭町だけになって
います。（資料5）

これほど住基ネットは危ない、番号制度は危
ないと言われてきたのが、なぜ番号制度を入れ
ようというふうに大きく変わってきたのか、そ
の背景を説明します。当時、住基ネットが構築
された時、反対派はいくつかの論点を挙げまし

今から30年前の話です。当時、マル優という少
額貯蓄の口座に番号を付けようという議論が
ありました。あの時は、法案が通ったにもかか
わらず、施行する前に法律が廃止されるという
非常に苦い経験がありました。そのため、政府
の方もかなり慎重になりました。そこで住民票
コードは何度でも変更できる、住民票コードに
は意味を持たせない、アトランダムな意味のな
い番号にする――よく、外国の身分証明書番号
は、生年月日や性別などが
入っているのが普通です
が、日本の番号はそういっ
たものが全く分からない
ようになっています――、
また民間利用は一切禁止
といった形で、住基ネット
が作られたわけです。

（資料4）
 
住基ネットに対する
ネガティブキャンペーン

住基ネットは作られた
あとも、かなりネガティブ
キャンペーンが繰り返さ
れました。住基ネットは危
ない、みんなの情報が全部
統合されてしまう、あるい
は監視されてしまう、など
です。私は、『住基ネットで
何が変わるのか』という本
を出して、住基ネットは非
常にいいしくみなのだ、き
ちんと本人確認できて、皆
さんの役に立つものだと
いうことを主張しました。
しかし、それよりも住基
ネットは危ない、怖いとい
う主張が世間を揺るがせ
たわけです。その結果、住
基ネットは危ないから離
脱しようという自治体が、
長野県、矢祭町をはじめ、
どんどん出てきました。今

資料 4

資料 5
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には名寄せは不可能です。それが明らかになっ
たのが、年金の納付記録問題です。年金も基礎
年金番号というものが付いていますが、この番
号は本人を確認する台帳の裏付けは何もありま
せん。ただ、勤務した職場で番号をもらって振っ
たということだけなのです。ですから、その人
が引っ越して住所が変わっても変更情報がきち
んと反映されない。そうしたことから、名寄せ
がうまくいきません。実は、コンピューターの
技術上、もっと深い問題があるのですが、それ
はもう少しあとでお話します。それ以外にも、
皆さんの考え方が大きく変わってきました。一
つは防犯カメラです。これも住基ネット当時は、
プライバシー侵害だという報道が結構多かった
のですが、その後、犯罪の防止や犯罪の捜査に
役立っているという事実が増えてきました。ま
た、冒頭で申し上げたように定額給付金の問題
から、きちんと納税者番号を入れるべきだとい
うふうに議論が変わっていきました。

それでは、この共通番号を入れるメリットは
何でしょうか。一つは、正確な本人の特定がで
きるということです。通常、我々は名前で人を
区別しています。一昔前であれば、農村社会で
すから、それで全部分かりました。しかし、今
の現状の社会では、人はあちこち移動するし、
結婚や離婚で氏名がころころ変わったりしま
す。中には転換手術を受けて、性別が変わる人
もいるわけです。ですから、住所、名前、性別が
変わっても、生涯変わらない番号で、きちっと
自分の権利を守るということが出来るようにな
ります。あるいは、医療記録を共通番号で管理
するということになれば、医療ミスを防ぐこと
になります。また、氏名・住所・性別が変わっ
ても、ずっとその番号で自分の健康を守ること
ができます。医療の現場で、同姓同名で取り違
えてしまうことも、この番号をきちっと管理し
ていればなくなります。あるいは、同姓同名で
他人と間違えられて、権利を侵害されたという
こともなくなります。二つめとしては、弱者に
対するセーフティーネットをきちんと構築でき
るということです。特に、申請主義から告知型
のサービスへと転換できます。今、年金でも何
でもすべて申請主義です。自分から申請しない

た。一つは、情報漏えいの危険性があるという
こと。しかも、自治体が運営するが、自治体に
任せておいて大丈夫か、危ないのではないか、
ということで反対されました。ところが、実際
には2003年の8月から7年間以上、自治体は事故
もなく運用しています。中には長野県のように、
住基ネット突破実験をやって、住基ネットに侵
入しようということまでやられました。実際に
は、侵入に失敗して、安全だということが確認
されました。それまで住基ネットは危険だから
選択制にしましょうと言っていた横浜市が、安
全だから全員参加に方針を変更するなど、自治
体が運営するネットワークだから危ないといっ
た考え方はだんだん小さくなってきました。自
治体がきちんと運用を管理していれば、住基
ネットも番号制度も安全だというふうに世間の
論調が変わってきたのです。二つめとしては、
国家権力が暴走するのではないかという危険性
が指摘されました。国家が自分の情報を握って、
番号を使ってどんどん情報を統合し、監視をす
る。これはプライバシーの侵害になるのではな
いか、監視国家になるのではないか、というよ
うなことが懸念されました。そういったことで、
訴訟もたくさん起こされたわけですが、最終的
には、2008年の3月に最高裁が「住基ネット合憲」
の判決を出しています。それまでの経緯として、
大阪高裁では、違憲だという判決も出されたこ
ともあります。この「データマッチングの可能
性」については、具体的な危険は生じていない
と判断して、住基ネットは合憲だという判決を
最終的には下しました。そうしたことで、国家
権力が暴走するといって離脱していたところ
は、参加するようになって来ました。国立市も、
この春の選挙で住基ネットに参加するという首
長に交代しました。ただ、矢祭町だけは、離脱
するという首長が再選されたので、ここだけは
どうなるか分かりません。

また、番号制度に反対する一つの理由に、名
寄せという代替手段があるのではないかと言わ
れたこともありました。これは実際の行政の実
務を知らない人が聞くと、名寄せができるので
あれば、番号をわざわざ付ける必要がないと納
得してしまうかもしれません。ところが、実際
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とをどんどん繰り返す不正行為が横行していま
す。あるいは、多重に給付を受けたり、脱税を
したりすることも、共通番号で管理できれば、
防ぐことができます。逆に、そういった不正行
為をする人を見付けるだけではなくて、行政機
関が自分の情報を不正に利用しようとした時、
それを自分で監視することができます。番号が
あると、行政に監視されると言われますが、逆
に、番号があれば自分で自分の情報を管理して、
行政がどういうふうに使っているかを監視する
ことができます。年金問題が起こったとき、社
会保険庁の職員が有名人の年金のデータを覗い
ていたということがありました。あれも自分で
はチェックできません。ところが、きちんと共
通番号で管理していて、自分でログインできれ
ば、自分の納付記録をいろんな職員がアクセス
して見ていると、これおかしいじゃないかと言
うことができます。ですから、逆に自分の情報
を守るのに、共通番号は利用できると思います。
最後に、行政事務が非常に効率化できるように
なります。これもあとで詳しく見ていきますが、
人の名前とか生年月日でマッチングしているこ
とで、非常に多くの無駄なコストが掛かってい
ます。こうしたものを全部共通番号でマッチン
グできれば、物凄い効果になります。定額給付
金の問題でも事務経費が850億円掛かりました
が、そうした無駄な経費を使わなくてもできた
わけです。市町村が外部と情報連携するのに約
1,000億円使っているといったことも、共通番号
ができれば全部解消されます。

と、年金の給付も受けられない。あるいは病気
の人が、ある申請をすれば、行政からいろんな
補助が受けられるということがあっても、申請
をしなければ給付が受けられない。逆に行政側
が、番号で情報を集めていれば、あなたはこう
いう申請ができると教えてあげることができま
す。あなたは年金の給付年齢に達していますか
ら、申請すれば給付されますというお知らせが
できます。また、あなたはこういった特定疾患
に罹っているので、こういった申請をすれば給
付を受けられますよと行政側から教えることが
できます。拡大する格差を是正するために、弱
者を優遇する制度もできます。かつてマル優制
度というものがありました。このマル優制度が
どうしてなくなったのか。実は、本来の高齢者
の数よりも、口座の数の方が多かった。つまり、
不正な口座が多かったのです。ですから、マル
優の制度が存続できなくて廃止されてしまいま
した。ところが、こういった番号で所得や資産
を把握できていれば、本当に困っている人を助
けることもできます。あるいは、生活保護申請
の審査時間を短縮して、迅速に対応したりする
ことも出来るようになります。

また、不正行為を防止したり監視したりする
こともできます。今は、名前が変わったり住所
が変わったりすると、他人に成りすますことが
簡単にできます。特に問題になっているのは、
不正な養子縁組です。養子縁組をすれば、自分
の苗字が変ります。つまり、別人になることが
でき、また借金ができるのです。そういったこ
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のコードが割り当てられます。例として、わた
なべさんの「なべ」という字、さいとうさんの「さ
い」という字、ちょっと見ただけで、この文字
はおかしいというような文字がいっぱいあると
思います。実は、これはたとえ間違った漢字を
書いても、戸籍に一旦登録されると、その文字
を使わなければならないという法律になってい
るのです。ですから、行政が使っている漢字は、
JISコードだけでは収まりきらなくて、コード

年金問題の真実とは
年金問題の原因は、社会保険庁の杜撰な事務

だと一般的には報道されています。ソフトを開
発すれば、5,000万件の照合は可能だという誤っ
た考え方が巷にはあります。確かに、社会保険
庁の事務が杜撰であったことは事実だと思いま
すが、実は、社会保険庁がいくら正確な事務を
やったとしても、この問題は起きていました。
つまり、番号を付番する元となる、基本情報の
変更履歴を管理する台帳が
存在しないことが一つの問
題です。また、日本人氏名
の名寄せというのは、技術
的に不可能です。なぜ不可
能か、これは大きな問題が
あります。漢字氏名の問題、
そして振り仮名の問題で
す。（資料6）

あまり詳しく言うと専門
的な問題になるので簡単に
言いますが、皆さんが一般
的にコンピュータを使って
いる場合、右側のJISの世界
で仕事をしていると思いま
す。JISの世界は、第1水準、
第2水準で6,000文字くらい
の漢字を扱っています。文
字にはいろいろな形があ
りますので、JISでは結構
丸め込んでいます。例え
ば、1点しんにょうと2点し
んにょう、これは同じもの
だとJISは考えて、一緒に
しています。あるいは、葛
飾区の葛という字ですが、
実際2種類あります。しか
し、JISでは形は違っても
同じ字だというふうに一
緒に考えています。とこ
ろが、行政の世界、戸籍や
住民の基本台帳といった
世界では、点が一つ違って
も、別の漢字だと捉え、別
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資料 6

資料 7
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化できない外字がたくさんあります。住基ネッ
トでは約2万6,000字使っています。そして戸籍
では5万8,000字という膨大な漢字を使っていま
す。要は、自治体が管理している氏名の文字は
左側ですが、社会保険庁とか年金の事務で使っ
ているのは民間企業とのやり取りがあるため右
側です。右側と左側ではデータのマッチングは
できません。（資料7）

皆さんの中で、名前に外字を使っている人は
どれくらいいらっしゃいますか？　4人くらいで
すか。これも正確なデータはないので、衆議院と
参議院の議員さんの漢字を拾ってみました。そ
れを見ると、20人に一人が外字を使っています。
総理大臣の菅直人の「直」という字も実は外字で
す。これを見ただけでは違いは分からないと思
いますが、直は十を書いて目ですよね。この字は
少し違います。カタカナのナを書いて目なので
す。それだけの違いでコードは別のものとなり、
20人に一人が外字を使っている状態でマッチン
グはできないのです。前に戻りますが、振り仮
名の問題があります。実は、皆さんの名前には、
法的に正しい振り仮名というのがありません。
つまり、どんな読み方をしても構いません。運
転免許証や住基カードを持っている方がいらっ

しゃったら、それを見ていただければ分かると
思います。運転免許証や住基カードには、漢字は
入っていますが、振り仮名は振ってありません。
戸籍には振り仮名は振っていないのです。住民
票も、もともとは振り仮名は振ってありません。
今は住民票に振り仮名があると思いますが、あ
れはコンピュータ化したときに検索できないと
困るので、適当に振った振り仮名です。つまり、
法的に正しい振り仮名はない。社会保険庁は振
り仮名を振り間違えたと言うのですが、法的に
正しい振り仮名はないわけですから、正しい振
り仮名を付けようがないのです。（資料8）

 
住民情報の連携

課税のデータを考えてみましょう。もともと
の課税情報の元を持っているのは、税務署や社
会保険事務所、軽自動車協会、法務局、あるい
は民間企業などです。そこでは通常コンピュー
タを使って、データとして管理しています。今、
何をやっているかというと、それをわざわざ紙
に印刷して、自治体に送ります。市町村では、
そのデータを紙でもらって、住民との照合作業
をします。住民番号のシールを貼り付けて、パ
ンチに回したり、あるいはオンラインで検索し

資料 8
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話です。つまり、住民が毎年「現況届」を出す必
要がなく、市町村が日本年金機構とデータをや
り取りして確認でき、あなたの給付はこうなり
ますよという通知を送ればいいだけです。それ
だけで、住民は129億円の経済効果を受けるこ
とができるのです。このようにパターン4つを
全部洗い出してみると、911億円。少し丸めると、
年間1,000億円くらいの効果が簡単に出てくる
と思っています。（資料10）

てデータを入力したり。そういったことをして
課税作業をします。信じられないと思いますが、
未だにこんなことをやっています。では、共通
番号があればどんな処理になるかというと、紙
に打ち出すことはありません。データでそのま
ま転送します。その共通番号と自治体が持って
いるデータで自動的に突合作業をするだけで終
わってしまいます。こういったことをすれば、
年間570億円くらいは浮きます。この10年間、電
子政府や電子自治体などと
いって行政の電子化を政府
は進めてきたのですが、実
態は紙のデータの受け渡し
をして、こんなことが行わ
れています。こういったこ
とを共通番号で直していか
ないといけないと思ってい
ます。（資料9）

 
子ども手当の受給

先ほど、行政の事務が効
率化できるという例を示
しました。このようなケー
スでは、市民も大きな恩恵
を受けるということです。
子ども手当ては毎年「現況
届」を出さないといけませ
ん。毎年6月に「現況届」を
出して、年金種別を確認で
きる添付書類を提出しな
いと、子ども手当ての受給
はストップされてしまい
ます。ところが、共通番号
があれば、このような毎
年の届は必要なくなりま
す。というのは、提出の意
味は、この人の年金種別を
確認したいだけなのです。
ですから、日本年金機構と
データを連携して、今、こ
の人は国民年金なのか厚
生年金なのか共済なのか
を確認すれば済むだけの

月
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資料 10

資料 9



11

ですから、番号を基盤に、こうしたしくみを今
の日本に入れていくことが必須だろうと思って
います。

特に、制度として注目されるのは、給付付き
税額控除というしくみです。これも新聞などで
取り上げられたりしていますが、受益と負担が
番号で連動します。そのため、労働のインセン
ティブを与えたり、子育て支援の所得制限を
行ったり、きめ細かい柔軟な施策の展開が可能
となります。先ほど定額給付金のためと言いま
したが、外国ではそれだけでなく、いろんなこ
とに使われています。例えば、勤労所得税額控
除、児童税額控除、消費税の逆進性対策税額控
除です。今の政治状況としては、絶対に増税は
避けられず、政権が変わってもこれは変わら
ないと思います。その時に、消費税を上げるの
が一番簡単なのですが、今の消費税が、10％、
15％、20％と上がっていくと、所得の低い人を
どうするかという問題が起こります。消費税は、
お金持ちの人も所得の低い人も一様に掛かりま
す。ですから、所得の低い人が10％、20％と消
費税を上げられると、非常に困ってしまいます。
その時に低所得者を救う方法は、二つあります。
一つは軽減税率を適用することです。例えば、
食料品は5％に据え置くということです。もう
一つが税額控除のしくみを使って、低所得者を
救済するという方法です。最初の軽減税率を適
用するという方法は、技術的に非常に面倒で、
議論がたくさん起こっています。今の趨勢とし
て、低所得者の逆進性対策としては、この税額
控除のしくみを使うのが一番楽だろうというこ
とになっています。税額控除のしくみは何かと
いうと、所得の低い人が1年間生活するのに最
低限必要な生活費を割り出しておいて、それに
掛かる消費税を還付するというしくみです。そ
うすれば、消費税が10％、20％になっても、最
低限必要な生活費に課税される消費税が還付さ
れるため、所得の低い人でもちゃんと暮らして
いけるということになります。

共通番号にはこのようなメリットがあるので
すが、なぜ今、必要なのかを詳しく説明いたし
ます。共通番号は、単に便利だからとか、事務
効率化の問題だけではないと思っています。も
ちろん政治家としては番号制度を入れるわけな
ので、国民の利便性をよく言います。しかし、
それよりも今の日本の社会制度を抜本的に改革
して、国を再建するために必要不可欠なものな
のです。今、税と社会保障の関係が非常に揺ら
いでいます。国民と国との契約関係、つまり義
務と権利を番号で明らかにしないと税と社会
保障の再構築はできないと私は考えています。
今、戦後の人口ボーナスというのはなくなって
いますが、こういった人口ボーナスと高度成長
の恩恵を受けていた時代に作られた社会保障
制度、国民皆保険や皆年金制度がいまだに存続
し、完全に行き詰っています。それをこれから
作り直す時にどうするのか。やはり、負担と給
付をきちんと明確にして、国民に納得してもら
う作業が必要になってきます。これまでは経済
がずっと右肩上がりでしたから、ある程度いい
加減でも、みんな給付を受けられました。です
から、負担と給付の関係がいい加減でも、みん
な納得していました。ところが、これからはそ
うはいきません。少ない財源の中でやりくりし
なければなりません。もう一つが、危機的な国
の財政事情です。長期債務残高がGDPの2倍近
くになっています。しかも、今回の大震災から
復興するために、財源をどうするかという問題
も起きています。今、消費税を上げるという話
も頻繁に聞こえてきますが、増税は避けられま
せん。その時に、やはり公平にきちんと負担し
てもらうためにも、この番号制度は、必要不可
欠な社会基盤として、導入されなければいけな
いと思っています。

国の基盤を作り直すためには、多くの国民が
納得できる制度を作らないといけません。その
ためには、国民の受益と負担を明確にして国民
のコンセンサスを得る必要があります。共通番
号があれば、給付をいくらもらっているか、所
得や資産をどれだけ持っているかがきちんと分
かります。所得が急激に減って生活に困窮した
人に自動的に給付することも可能になります。
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海外の事例と日本の利用範囲

アメリカの勤労所得税額控除のしくみ
資料11は、アメリカの勤労所得税額控除のし

くみです。見てお分かりのように山型になって
います。つまり、所得の低い人に一律給付しま
しょうという話ではありません。所得の低い人
は、努力をした分だけ給付を上げてあげましょ
うというふうに、インセンティブを与えること
ができます。子どもが2人以上いる世帯では、年
間1万ドル、80万円までは働いたら働いただけ、
給付がどんどん増えていきます。1万3,000ドル
からは給付はしてくれるのですが、給付額はど
んどん少なくなっていきます。要は、所得のな
い人は遊んでいても暮らせるというのではなく
て、努力すれば、給付ももらえて生活もよくなっ
ていくというインセンティブを与えるしくみを
税額控除で作ることができます。こういった点
からも、番号の意味合いはこれから重要になっ
てくると思われます。（資料11）
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資料 11
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どうしますかとパブリック・コメントが求めら
れました。政府としても、国民の意見を聞きな
がら制度設計をしていくという方法を取ってい
ます。（資料12）

例えば、利用範囲をどうするか。税だけに入

それではこの共通番号はどうやって使われる
のか、また、どういったしくみになるのでしょ
うか。実は、この1年間くらい、いろいろな議論
がありました。特に、中間取りまとめの時には、
番号制度の論点が3つばかり整理され、皆さん

資料 12

資料 13
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れるか、税と社会保障の範囲で入れるか、ある
いはスウェーデンみたいに行政一般で同じ番号
を使うかといったことを国民に投げ掛けたわけ
です。結論としては、資料13にあるC案のよう
に全体的なスコープとしては幅広い行政分野で
利用しましょうということになりました。その
ためには、まずB案の税＋社会保障から始めて、
段階的に広げていくことになっています。これ
は、パブリック・コメントの中味を見ても、大
体そういう意見が多くありました。A案は少な
かったのですが、B案と答えた方も、将来的に
はC案と答えた方がいました。また、C案と答
えた方も、いきなりC案が実現できるわけでは
ないので、まずはB案と書かれた方が多く、妥
当な線に落ち着いています。（資料13）

 
諸外国における番号制度

番号制度を議論するときに、外国の事例がい
ろいろ紹介されました。いずれも、その国の歴
史や文化に非常に深く関わるものなので、単純
にどこの国がいい悪いとは言えません。資料14
は、私なりに整理した図ですが、どれも特徴が
あります。例えば、番号の利用範囲が広くて、
国家ががちっと統制している国が右上のとこ
ろに集まっています。その中味を見ると、二つ
のパターンがあります。北欧のような福祉型国
家では、番号で抑えられて
税金も50％近く持ってい
かれます。その代わり、た
くさん給付してくれます。
そういうものだと思って
いる国があります。一方、
韓国やシンガポールのよ
うに隣の国と緊張関係を
持っているような国は、番
号で国を統制しようとい
うところがあります。韓国
などは、自分の情報を政
府が一元的に持っている
ことを当たり前だと思っ
ています。むしろ、国にそ
ういうふうに管理しても
らって自分たちが守られ

ていると。言い方を変えれば、自分は北朝鮮の
スパイではないということを国が保障してく
れているという感覚で、彼らは番号を使ってい
ます。一方、右下の移民型の国では、あまり国
家がガチガチに統制しないというところもあ
ります。ここでは番号も強制的に付けることは
しません。アメリカもソーシャル・セキュリ
ティ・ナンバーがあると言われていますが、そ
んな番号は要らないという人はなくても構いま
せん。その代わり、社会保障を受けられないと
いうだけです。お金持ちは番号を持っていなく
ても不自由しないという社会、自己責任の世界
です。オーストラリアなどもそうです。税金の
申告のときに納税者番号を書かなくてはいけな
いのですが、書きたくない人は書かなくていい
ですよ、その代わり、あなたには最高税率を課
します、という社会です。逆に、番号を一人ひ
とりきちんとしながら、番号の利用範囲が限定
的で、プライバシー侵害に気を付けている国が
左の上です。まあ、これを見ると、日本のほか
に昔戦争の時にドイツの侵攻を受けた国が結構
あります。特に、オランダはドイツに一人ひと
り番号を付けられたという忌まわしい記憶があ
ります。フランスも同じようにドイツに侵略さ
れています。そういったところでは、番号で情
報が全部一元化されることに対して、かなり抵
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住民票コードで紐付けられている業務は？
今、年金がどうなっているかというと、基礎

年金番号に住民票コードが全部貼り付けられて
います。日本年金機構や厚生労働省がはっきり
とPRしていないのですが、あの年金問題が起
こってから、この貼り付け作業を全部行ってい
ます。もちろん、いい加減なデータなどもある
ため、全部が全部貼り付いているわけではあり
ませんが、皆様方のは全部貼り付いていると思
います。こういうしくみを作ることによって、
氏名や住所が変わっても届出が不要になりまし
た。届出をしなくても、住基ネットで基本情報
が変わったら、自動的に年金側へ変更通知が行
くようになっています。このため年金の基本情
報も自動的に変わります。このような運用をし
ているところで、共通番号を本当に付けるのか
といった問題はまだ残っています。その他、住
民票コードは、パスポートや恩給等の支給など
に使われています。そういったものとこの共通
番号の整合性をどう取っていくのかはこれから
の問題です。（資料15）

次に、情報管理と番号管理の方法です。番号
も情報も全部一括で管理しようというのが、韓
国の方法です。番号は、アメリカのようにソー
シャル・セキュリティー・ナンバーで一括で管
理します。データ自体はバラバラで管理するの

抗を持っています。しかし、近年、それでは不都
合があるということで、だんだん番号の利用範
囲を広げましょうというふうに変わってきてい
ます。日本とフランスが一番左側かなという気
がします。フランスなどは納税者番号はないと
言っていますが、実は、社会保障番号という社
会保障に使う番号があります。よくよく調べる
と、税務でその番号を使っていおり、納税者番
号は無いというものの、その番号を使って税務
の処理を行っています。表向きは統一番号はな
いという国でも、一つの番号を使って、情報を
統合しているという現状があります。（資料14）

では、共通番号は何の番号を使ったらいいの
でしょうか。これも国民にパブリック・コメン
トを求めました。案としては3つあります。基礎
年金番号、住民票コード、住民票コードと対応
づけた新たな番号です。基礎年金番号はあれだ
け問題が起きたので、これを使った方がいいと
いう人は少ない傾向でした。では、住民票コー
ドを使うか、新たな番号にするか。新たな番号
という人は、住民票コードは覚えにくい、本人
も分からない、住基ネットでイメージが悪い、
新しい番号で住基ネットの悪いイメージを払
拭すべきだ、というような論調です。一方、住
民票コードを使うべきだという人は、せっかく
住基ネットを作って、問題なく動いているのだ
から、コスト的にも安上が
りでしょうという理屈で
す。仮に新たな番号を作っ
ても、それが新たな住民票
コードとなっていくわけ
だから問題は何も変わら
ないと。しくみを複雑にし
てコストが増えるだけで
はないか、といった意見が
ありました。結果的には、
住民票コードという意見
が30件くらい、新たな番号
がその倍の60件くらいあ
りました。結論としては、
住基ネットを活用した新
たな番号ということにな
りました。 資料 15



16

番号の連携から見た3つのモデル
連携には、セパレートモデル、フラットモデ

ル、セクトラルモデルの3つのモデルがありま
す。セパレートモデルというのは、番号も連携
もバラバラというパターンです。フラットモデ
ルというのは、全業務分野をひとつの番号で管
理するという方法です。そして、セクトラルモ
デルというのは、業務ごとに番号はバラバラで
すが、番号同士が連携できるしくみになってい
ます。これはオーストリアやベルギーのやり方
です。日本はセパレートモデルからフラットモ
デルに行くか、セクトラルモデルに行くか、今
いろいろ議論が行われています。

最後に、個人情報保護をどうするかが、議論
となっています。今回のポイントとしては、自
己情報へのアクセス状況を確認できるしくみを
提供しましょうと。つまり、政府の側で安全だ
から安心しなさいと強制するだけではなく、国
民自体が自らアクセスして、行政機関が変な使
い方をしていないか監視できる機能をちゃんと
入れましょうということです。もう一つは、第
三者機関を設置しましょうということです。ど
うも自分の情報が不当に使われている、あるい
は、共通番号を使って何か不正な事をされたな
どという時に、第三者機関に駆け込んで、保護
措置をしてもらえるような機関を作っておきま

がアメリカの方法です。番号もバラバラ、デー
タもバラバラ、但し番号がバラバラでもお互い
に連携できるしくみを作っているのがオース
トリアです。ここでいろいろ議論があったわけ
です。データベースに関しては、全部一元化す
るのは怖いということで、分散管理にしようと
いうことで落ち着いています。そして番号につ
いては、一元管理か分散管理かは今後検討して
いくことになっています。冒頭で概念図をお見
せしたと思いますが、一元管理というのは、税
と社会保障で全部同じ番号を付けるという方
法です。一方、分散管理は、番号は違うけれど、
情報連携で繋いでいくという方法です。そし
て、どこに番号を付けてどこに情報管理をさせ
るのかは、これからの法案で決めていくことに
なります。（資料16）
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資料 16



17

日本の共通番号市場の今後

今後の共通番号市場に関する展望
今後の共通番号の市場はどれくらいになるの

でしょうか。政府から出された試算は、資料19
に書いてあります。資料にある社会保障には、
医療機関や介護事務所等におけるシステム開発
費用は入っていません。また、税関係でも民間
セクターにおけるシステム開発費用は含まれて

しょうということです。また、目的外利用は防
止しなければいけないので、その原則をきちっ
と作っておきましょう、あるいは罰則を作って
おきましょう、といった方針です。（資料17）

私も住基ネットはいいものだと擁護してき
たわけですが、やはり部分的には欠陥がある
と思っています。かつて国民が不安だと言って
いる時に、不安を払拭するような手段を与え
なかった。とにかく安全だから信用しなさいと
言って国民に信用を強要し
ました。それから、住基ネッ
トは安全だとばかり言っ
て、何か問題が起きた時の
国民の保護に関しては、何
の保障もありませんでし
た。やはり、この二つは非
常にまずいと私は思いまし
た。ですから、第三者機関
を設置して国民を保護する
ことを明言する。もう一つ
は、アクセス記録を国民自
らがアクセスすることに
よって、国の活動を監視で
きる手段を国民に提供する
ことが重要だと考えていま
す。（資料18）

 
資料 17

資料 18
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ています。皆さんに関わるところだけ下線を引
きました。民間企業が行政に対して行う手続き
の効率化。例えば、社会保険料徴収業務の電子
化・効率化では、860億円くらいの効果がある
だろうと試算されています。（資料20）

いません。そういったものを除いても、4,000億
から6,000億円ほどになるのではないかと見込
まれています。（資料19）

今抜けていたものを含め、既存のデータに番
号を貼り付ける作業も入ってきます。例えば、
金融資産にきちんと番号
を貼り付けるとか、土地や
家屋、自動車、軽自動車な
どの固定資産に番号を付
ける、あるいはシステム改
修をするといったものを
含めれば、全体の市場とし
ては、1兆円以上いくので
はないかと思っています。

それくらいのコストが
掛かったとしても、それ以
上の経済効果が見込まれ
ます。資料20は経団連が試
算した結果です。番号制度
を導入した場合、年間3兆
円以上の経済効果が出る
だろうという試算になっ
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資料 19

資料 20
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反対派の動きが出てきて、潰される可能性があ
ります。そういったことで、民間の立場からも
共通番号制度を実現する活動をするという動き
が出てきています。これは政府が基本方針を発
表する前の12月ですが、われわれ「生活者」のた
めの共通番号推進協議会という民間の協議会が
発足しています。このシンポジウムでは、菅首
相の挨拶もありました。また、与党だけでなく、
野党も出席して活発な議論が行われました。与

共通番号がどのような手順で導入されていく
かについてご説明します。まずは、社会保障と
税分野で導入されていくことは分かっていま
す。ただ、具体的にはまだ決まっていません。
2014年6月には番号を配布して、2015年1月から
利用していくということにはなっていますが、
最初の年は所得税と年金をつなぐ作業になって
いくだろうと想定しています。まずは納税者番
号として使って、税務署に申告する時は、全部
番号付きで申告する。法定
調書等も全部番号付きで
税務署に送る。そして、年
金を給付するための口座
を税と結びつけるという
ことを一番最初に行うと
思っています。ですから、
給付付き税額控除のしく
みがスタートすると、給付
対象者には、紐付けされた
口座に還付金が振り込ま
れることになると思いま
す。その第一段階を経た
あとで、賦課税、申告税と
いった形で拡がっていく
のではないかと思います。
社会保障に関しては、医療
保険、介護保険を入れて、
そのあと、労働保険、福祉、
診療情報というふうに拡
がっていくのではないか
と想定しています。医療関
連だと、医療保険と診療情
報が関わってくると思い
ます。医療保険の保険証番
号をどうするかという話
と、電子カルテなどの診療
情報の番号をどうするか
は、恐らく別枠として捉え
られそうです。（資料21）

こうした共通番号制度
を政府が実現しようとし
ているわけですが、政府だ
けでどんどん突っ走ると、 資料 22

資料 21
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が分かります。それ以上は支払いをしなくて済
むというしくみを提供していこうということ
になっています。それから、今使っている医療
の保険証、介護保険証を1枚のICカードで管理
できるようになります。共通のICカードがあれ
ば、それが年金手帳にも、医療保険証にもなり、
さらに介護保険証にもなる。そういったICカー
ドを作っていくことになります。また、確定申
告の際に必要になる医療費控除の領収書もなる

党も野党も番号制度は必要だという認識は持っ
ているため、運動を盛り上げるということもし
ています。協議会の幹事としては、市長会、組
合、金融業界その他、医療業界からは亀田総合
病院名誉理事長も参加されています。こうした
ことで、民間業界からも共通番号は必要だとい
うことをどんどんプッシュしていこうとしてい
ます。（資料22）

 
医療関連サービスと
共通番号

最後になりましたが、医
療関連サービスが共通番
号によってどのように変
わっていくのでしょうか。
ここが皆さんの一番関心
事だと思いますので、まと
めておきました。政府が1
月に発表した基本方針で
は、医療や福祉、介護など
にはきちんと導入すると
いう方針が出されていま
す。そのユースケースとし
ては、高額医療・高額介護
合算制度を利用する際、添
付書類を省略でき、申請が
1 ヶ所でできるようにしま
しょうということです。今
はバラバラに申請して、最
後に合算して申請を受け
るという面倒さと、その
制度自体を知っている方
が少ないのが問題だと意
識しています。また、自己
負担の上限に達した場合
に、一端立て替え払いをし
て還付を受けるというの
ではなく、立て替え払い
をしないで済むようにし
ましょうと。つまり、番号
でお互い連携しているた
め、ここですでに合算の上
限を超えているというの
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資料 23

資料 24
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このサブWGでの検討内容は、6月7日の資料
では、何のデータが必要とされているのか、明
らかにして、データごとの機微性を評価し、相
応しい措置を検討することでした。検討方法と
しては、自治体から寄せられた100程度のユー
スケースをたたき台として、現状の手続きの流
れがどうなっているのか、その際どういう情報
が必要とされるのか、こういった手続きの分解・
分析作業を行って、具体的にどこでどういうふ
うに番号を使うのかということを検討していき
ましょうと。今はまだこのような状態です。

それでは最近の動向がどうなっているのか、
若干補足したいと思います。一つは、6月6日に
生命保険協会が要望書を出しています。とにか
く番号制度を早期に導入して欲しいと。今回、
東日本大震災が起きて、多くの方が死亡されて
います。そういった時の確認が非常に大変に
なっています。死亡したという事実が番号で簡
単に確認できれば、保険金を受け取る人への案
内ができます。あるいは、保険金の受取人自体
が亡くなっている場合もあります。そういった
場合でも、正当な請求権を持っているのは誰な
のか、それが番号を使って簡単に分かれば、そ

べくなくしていきます。保険証の番号が共通化
されていると、領収書の情報も自動的に税務署
の方に送ることができます。そのため、わざわ
ざ領収書を自分でかき集めて確定申告のときに
計算して、10万円超えたら還付してもらえると
いったことをしなくても、自動的にデータを集
められるようなサービスが出来るようにしま
しょう、あるいは申請や申告の負担を軽減しま
しょうと。高額医療費や入院時食事療養費、あ
るいは高齢者に係る医療保険の自己負担割合と
いったものの申請や申告の負担を軽くするよう
なこともやっていくことになっています。

（資料23, 24）
では、具体的な内容はどこが検討するかと

いうことですが、今、この制度設計をしている
部隊は個人情報保護WGと、情報連携基盤技術
WGの二つがあります。この二つが、個人情報
保護と情報連携基盤技術を手がけています。た
だ、社会保障の分野でどんな時にどういうふう
に使うのか、そこまで彼らは分かりません。資
料25の中に社会保障分野検討会（サブWG）とあ
ります。そこで詳細なことを検討していこうと
いうことになっています。（資料25）

資料 25
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ういう人にちゃんと案内もできます。ですから、
こういった被災された方を救うためにも、番号
制度を早く入れてくれという要望書を出してい
ます。

また、先ほどご紹介しました「共通番号」の推
進委員会でも、共通番号があれば、こんな活用
ができたのだと政府に対して提案しています。
特に現状の要綱とか大綱では民間活用しましょ
うという言葉はまだ出てきません。ですから、
民間活用まで拡げて考えないと、本当に国民の
ための、生活者のための番号制度にはならない
ということで、できるだけ早い時期に民間活用
まで持って行って欲しいということを要望して
います。この提案も、具体的にはウェブサイト
に載っていますから、検索すれば引き出せると
思います。

サイトでは、具体的に住民が避難した時の安
否確認で、共通番号がどういうふうに使えるの
か、全部シナリオに沿って書いてあります。誰々
さんが地震が起きて被災した、こういうときに
カードがあれば、確実に被災者データベースが
作れます。具体的な記述内容もありますから、
見て頂きたいと思います。また、行方不明だっ
た方を探すのにも共通番号があれば非常に効率
的な捜索ができると思います。特に遺体の身元
の確認ですね。今回は、身元確認をする親族自
体が被災したというケースもあるので、ご遺体
の身元確認ができない。こうしたときは、よく
歯医者さんが持っている歯型を使って照合しま
すが、歯医者さんのカルテ自体が津波に流され
てしまっているということで、なかなか身元確
認ができない。そのため、遺族は遺体安置所を
あちこち順繰りにめぐりながら、亡くなった方
を探しています。そういったことが二度と起き
ないように、指紋やDNAを記録したり、あるい
は歯医者さんのカルテ情報もデータ化して、共
通番号で紐付けておくという使い方もすべきで
はないかという提案もしています。

また、復興と生活の再建に向けて、共通番号
のカードさえあれば、何とか生活ができるとい
うしくみが作れるのではないかと考えていま
す。もちろん、着の身着のままで逃げてしまい、
カードがないという方には、迅速にカードを再

発行して、そのカードさえあれば病院で診察も
受けられるし、銀行に行っても自分の口座から
預金が引き出せるようなしくみができます。あ
るいは、本人確認がきちんとできないので義援
金の配分がなかなかできないということがあり
ましたが、きちんと番号で管理できていれば、
迅速に被災者の口座にお金を振り込むことがで
きるような提案もしています。

社会保障･税番号大綱

情報の機微性に応じた特段の措置
6月30日に社会保障・税番号大綱が発表され

ました。皆様に関連する医療サービスとしては、
総合合算制度、医療・介護・障害の自己負担の
上限を設定する制度を導入しましょうというこ
とがあります。合算制度で費用を立て替えてか
ら還付するのではなく、費用の立替なしでサー
ビスが受けられるというしくみも作りましょう
と。あるいは、給付過誤や給付漏れ、二重給付
なども防止するということで使っていきましょ
うと言っています。

また、災害時の活用では服薬情報もリストに
掲載したり、医療機関とも連携を図ることがで
きるよう共通番号を作っていく。あるいは、医
療情報を活用する場合には、レセプト情報をも
とに内容を確認すれば、医療支援を確認するこ
とができるのではないかと書いてあります。こ
の場合では、電子カルテや診療情報を使うこと
までは踏み込んでいません。この番号大綱で書
かれているのは、まだレセプト情報の段階です。
診療報酬明細のデータを使って、被災者の支援
ができますよという段階です。

情報提供に関しては、各種社会保険料、ある
いは医療保険や介護保険のサービスを受けた際
に支払った費用が、利用者にきちんと情報提供
ができます。

医療機関での保険資格の確認は毎月行って
いると思いますが、オンラインで保険資格の確
認ができるようにしていこうということもき
ちんと書いてあります。これができれば、期限
切れの保険証を使ったなどという問題が避け
られます。
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次に、医療・介護等のサービスの質の向上に
資するものとしては、継続的に健診情報・予防
接種履歴が確認できるような資料にしましょ
う。あるいは、乳幼児健診履歴等についても、
データ化して、継続的に把握できると書いてあ
ります。それから、難病等の医学研究、あるい
は地域がん登録といったものも、共通番号で管
理していれば、患者さんがあちこち移動しても
常に追いかけられます。また、介護保険を受け
ている方があちこち転居しても、異動元での認
定状況や介護情報の閲覧ができたり、診断書の
添付を不要としたり、年金手帳、医療保険証、
介護保険証等を統合した1枚のICカードを作っ
ていこうということになっています。

こうした「番号」を告知して利用する手続き
の範囲はどういったものがあるでしょうか。医
療分野で考えてみると、健康保険、生命保険、
共済、国民健康保険、高齢者の医療といった医
療保険全般に適用していきましょうということ
です。そのほか、未熟児への養育医療の給付申
請、あるいは、小児慢性特定疾患にも使えます
し、戦傷病者の手帳や被爆者健康手帳、障害者
のための自立支援給付にも番号を使っていこう
ということになっています。今後、国民は健康
保険証に書いてある被保険者証の記号番号を使
うような手続きにおいては、共通番号が１つあ
れば、どこでも医療にかかれるというしくみに
しようということがきちんと謳われています。

大綱の最後では、情報の機微性に応じた特段
の措置という別項目が立てられています。これ
は先ほど述べた、電子カルテとか診療情報につ
いてどうするかという話です。レセプト情報ま
では社会保障の範囲でやっていきましょうとい
うことが決まっています。では、電子カルテな
どの診療情報はどうするのか。これについて政
府は今、慎重です。特に、深刻なプライバシー
侵害につながる危険性があるということで、医
療分野等の個別法を検討するのが衆参両院で付
帯決議されています。ですから、これは無視で
きません。これらの医療情報は番号法とは別に、
特段の措置を定める法制を整備すると言ってい
ます。法案の作成は、社会保障分野サブワーキ
ンググループでの議論を基礎として、厚生労働

省にて行うということになっています。ですか
ら、医療保険関係は番号制度とともにどんどん
進んでいくと思いますが、診療情報などの医療
情報については、厚生労働省の意向も含めて、
まだ不明な所があります。また、今日の最新情
報ですが、政府のホームページでパブリック・
コメントを求めています。本日7月7日から1 ヶ
月間、8月6日が締め切りだったと思いますが、
番号制度大綱に関して、国民の方から広く意見
を募るというパブリック・コメントの募集が掲
載されています。皆様方も、共通番号を医療分
野でこんなふうに使って欲しい、あるいはこう
いうふうに使うべきだということを、パブリッ
ク・コメント制度を利用して、プッシュして頂
きたいと思います。（資料26）
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納税者番号による税収効果
ご参考までに、共通番号を納税者番号として

使った場合、どれくらいの税収効果があるのか
を挙げてみます。資料27は私が簡単に試算して
みたものです。共通番号を使って、所得税の累
進強化ができます。現状の所得税は、累進型に
なっていると皆さんは思われていると思いま
す。しかし、実際はある程度行くと、逆に減っ
ていきます。これを番号で管理して、累進を強
化していくとどうなるの
か。大体0.8兆円くらいの
効果が出てきます。預金や
債権などの金融所得に若
干課税する。全部が全部で
はなく、資産を多く持って
いる方に少しだけ課税す
ると、4兆円が入ってきま
す。あるいは、事業者の所
得捕捉をする。これは韓国
で行われている現金領収
制度という、現金まで番号
を取って押さえてしまう
ということです。韓国でこ
の制度を導入したら、大体
所得の捕捉が3割くらい増
えました。それを前提とし
て考えると、0.9兆円くら
い税収が上がります。その
ほか、資産課税、金融資産
と固定資産も全体に掛け
るのではなくて、全体の
6 ～ 8割くらいを富裕層が
持っているわけですから、
富裕層に課税すると、8兆
円、2兆円がすぐ出てきま
す。こうしたことを行うだ
けでも、16.7兆円税収が上
がるのです。これを消費税
に換算すれば、大体7％く
らいの効果があります。

増税というと消費税を
上げることしかメディア
では報道されませんが、共

通番号を使えば、所得や資産をきちんと把握で
きるため、本当に余裕のある人から税金を少し
頂くだけで消費税7％の効果が出てくるわけで
す。今後は、こうしたことも頭に入れていただ
いて、税体系を考えていかなければならないと
思っています。（資料27）

長時間、ご清聴ありがとうございました。
月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）

資料 26

資料 27


